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区分 目的・背景・必要性・意義 課題 実施内容
※H27～R1に

実施した内容

成果・達成状況 達成できな

かった事項・

理由

評価

（外部委員会）

国内外の状況 Ｒ２以降の

課題

Ｒ２以降

の実施内

容

引き続き研究が

必要な理由

研究期間

前半 後半

人工バリ
ア性能確
認試験

・実際の地質環境下における処
分孔竪置き方式を対象とした熱
－水－応力－化学連成現象※
（ガラス固化体設置以降の加熱
時から浸潤時・減熱時を模擬し
た現象※※）に関する試験をと
おして、設計や連成挙動評価手
法の適用性の確認（人工バリア
の解体調査および緩衝材の飽和
度の確認を含む）、ならびに施
工方法などの工学的実現性の例
示等を行い、設計、施工および
評価・解析といった一連の技術
に関する基盤情報を整備する
※地下環境に設置された廃棄
体の周辺の緩衝材や岩盤で、
廃棄体からの熱、地下水の流
れ、緩衝材や岩盤に作用する
応力、地下水と鉱物の反応な
どによる化学的な変化など複
合的に生じる現象のこと
※※ガラス固化体は、処分孔
に設置した当初は発熱してお
り、時間の経過とともに発熱
量が低下して、温度が下がっ
ていく。緩衝材は、処分孔に
設置した当初は乾燥している
が、坑道を埋め戻すと地下水
が緩衝材に入ってきて、時間
の経過とともに浸潤していく。
また、温度が下がれば、地下
水が緩衝材に入りやすくなる。
このような熱と地下水の浸潤
という同時並行的に生じる現
象を原位置試験で再現するた
めに、加熱時、浸潤時・減熱
時の試験を行うとともに、最
終的には緩衝材をサンプリン
グして実際の浸潤状態のデー
タを解体調査で取得すること
をスコープに入れている

・これらをとおして、廃棄体埋
設後において、廃棄体周辺で起
こる現象の理解を深め、安全評
価において前提としている環境
条件が達成されること確認する
とともに、その予測技術を確立
することで、人工バリアの設計
に反映する

①人工バリ
ア（緩衝材、
オーバー
パック）に
関する設計
手法、製
作・施工及
び品質管理
手法の確立

②埋め戻し
材、プラグ
に関する設
計手法、製
作・施工及
び品質管理
手法の確立

①人工バリ
ア（緩衝材、
オーバー
パック）に
関する設計
手法、製
作・施工及
び品質管理
手法の適用
性確認

②埋め戻し
材、プラグ、
処分孔掘削
技術に関す
る設計手法、
製作・施工
及び品質管
理手法の適
用性確認

【総括】人工バリア（緩衝材、オーバー
パック）、埋戻し材、プラグ、処分孔掘
削技術に関する設計手法、製作・施工及
び品質管理手法を実証した

①-1緩衝材及びオーバーパックに関する
設計手法を構築し、試設計を実施し、設
計要件に基づく設計の実施が可能である
ことを確認した
①-2真空把持装置※を用いた緩衝材ブ
ロックの定置を実証した
※人工バリアの一つである緩衝材を定
置するための装置で真空に吸引する
ことで緩衝材を吸着・把持し、定置
を行う

②-1堆積岩に対する、処分孔掘削技術の
実証実験により、処分孔掘削技術（オー
ガー掘削:機械的な掘削方法の一種）の
有効性を確認した
②-2掘削ズリ※混合埋め戻し材を製作し、
締固め、ブロック方式等による原位置施
工や品質管理手法の適用性を確認した
※地下施設の掘削により出た土砂

－ 【全体評価】
必須の課題成果取りまとめとしては、全体として概ね適
切に研究が遂行され、当期5カ年の目標を達成できたと評
価する

－ なし ー － － －

①②熱－水
－応力－化
学連成現象
（ガラス固
化体設置以
降の加熱時
(①)から浸潤
時・減熱時
(②)を模擬し
た現象）の
評価手法
（モデル
化・解析手
法）の確立

①加熱・注
水試験によ
る熱－水－
応力－化学
連成評価手
法の整備、
適用性確認

①-1加熱・注水時の人工バリアの挙動に
関するデータを取得した
①-2解析ツールの力学モデルを拡張（緩
衝材の膨潤に伴う密度低下による剛性の
低下を考慮）することにより、緩衝材の
膨潤挙動※の実測結果と解析結果がよく
合うようになった
※緩衝材や埋め戻し材が地下水が浸潤
することで膨らむ挙動のこと

①-3緩衝材の膨潤変形による密度変化に
伴う熱特性、水理特性及び力学特性の密
度依存性を考慮できるようモデルを高度
化した

【事項】
②浸潤時・減熱
時のデータが未
取得となった
【理由】
・加熱・注水試
験を実施した結
果、緩衝材に十
分に浸潤せず、
熱－水－応力－
化学連成評価手
法の適用性確認
に必要なデータ
を得るのに時間
を要したため
【補足】試験の
成果を出す上で
の重要なポイン
トとして、加
熱・注水試験を
これまでに実施
し、その成果、
評価結果を踏ま
えて、さらに試
験を行うかどう
かを判断するこ
ととしていたた
め

・国外でも、熱
－水－応力－化
学の連成現象の
再現モデルの検
証プロジェクト
（DECOVALEX※

）が進行中であ
るなど課題とし
て指摘されてい
る
※ International 

co-operative 

project for the 

DEvelopment of 

COupled models 

and their 

VALidation

against 

EXperiments in 

nuclear waste 

isolation.（連成
モデルの開発と
その実験結果と
の検証に関する
国際共同研究）
の略称で、地層
処分システムの
性能評価におい
て重要な課題の
一つである熱-

水-応力連成モ
デルの開発・確
証を目的とした
国際共同研究の
こと

②浸潤時・
減熱時の
データを含
め、ガラス
固化体設置
以降の加
熱・注水時
から浸潤
時・減熱時
を全て模擬
したデータ
に基づく熱
－水－応力
－化学連成
現象のモデ
ルの高度化、
及び浸潤時
の実際の飽
和度などの
確認（解体
調査によ
る）

②-1 注入
する地下
水の圧力
や量を増
加させ緩
衝材に地
下水を浸
潤させた
場合の
データ
（浸潤
時・減熱
時）を取
得、連成
モデルの
適用性確
認
②-2 人工
バリアの
解体作業
および緩
衝材の飽
和度の確
認を実施
する
国際プロ
ジェクト
（DECOVAL

EX等）に
おける解
析コード
間の比較
検証、改
良・高度
化

・外部評価では、
試験を継続し、人
工バリア内の過渡
的な現象を再現す
る予測モデルの妥
当性の検証が必要
と指摘
・国外でも、熱－
水－応力－化学の
連成現象の再現モ
デルの検証を課題
として取り上げら
れ、プロジェクト
(DECOVALEXなど）
が進行中であるな
ど課題として指摘
・廃棄体埋設後に
おいて、廃棄体周
辺で起こる現象の
理解を深め、安全
評価において前提
としている環境条
件が達成されるこ
とを確認するとと
もに、検証された
モデル化・解析手
法を整備するため
には、浸潤時・減
熱時のデータを
使ったモデル化・
解析技術の検証が
必要

前
半の5

年程
度で
実施

体系化
して取り
組む課題
（(2)処分
概念オプ
ションの実
証のうち人
工バリア
の定置・
品質確認
などの方
法論に関
する実証
試験）で
実施

「令和２年度以降の幌延深地層研究計画（案）」に係る確認結果についての説明会－ 資料集 － ※別綴 Ｐ４４～Ｐ４９必要性・研究計画
道民３４、道２、道５更問

【個別評価（主な個別意見）】
・オーバーパックの腐食試験については、解釈の補
強に期待する
・品質管理手法の有効性評価、オーバーパックの腐
食評価手法の妥当性確認については目標が達成でき
たかどうか判定しづらいが、その他は目標を達成で
きていると考える
（※外部評価で上記の評価を受けたが、本課題につ
いては令和２年度以降の研究課題には含めない。解
釈の補強については、今年度末までに取りまとめる
必須の課題の最終報告書で対応）

【個別評価（主な個別意見）】
・研究内容の妥当性については、人工バリア性能確
認試験のデータ評価・モデル検証が途上段階にあり、
その結果が待たれるものの、用いられた調査解析技
術と試験方法は一定の技術水準に達しており、概ね
適切であったと評価する
・目標の達成度については、試験観測装置の不備や
試験条件を再設定する等の事象が発生している他、
十分な研究成果の公表に至っていない状況を真摯に
顧みる状況にあるが、適宜外部の専門家に相談する
等、状況の改善に努め、一定の品質を有するデータ
の取得に至っていることから、概ね目標を達成でき
たと評価する。
・人工バリア性能確認試験を継続し、人工バリア内
の過渡的な現象※を再現する予測モデルの妥当性を
検証するとともに、得られた研究成果を余す所無く
国内外の論文等に公表し、海外の先行URL と比肩し
うる先進的な試験サイトとして広く世界にアピール
することを期待する
※人工バリアの緩衝材に地下水が浸潤し、緩衝材
が不飽和状態から飽和状態に至るまでの変化に
対し、緩衝材やオーバーパックに生じる様々な
現象のこと

・試験中のモニタリングから得たデータの評価がま
だ十分になされていない
・人工バリア性能確認試験は、まだ試験途上での取
りまとめとなっており、データ未取得に伴うモデル
での検証妥当性が評価できていない部分もある。セ
ンサー実測値には不備が散見されており、きつい表
現であるが、とりあえず原位置で性能確認試験を
行ってそこで見られる現象をモデルで追従すること
を試みたといった感が否めない
・人工バリアの適用性に関する研究のデザインは良
くできていると感じた。とりわけ連成問題に関する
取り組みには誰からも評価されるべきところがある
・⾧期の人工バリアの安定性を調べるには、安定的
にデータを収集できるセンサーの開発が不可欠であ
り、調査・開発の努力が重要である



研究課題の総括表 (1)実際の地質環境における人工バリアの適用性確認
区分 目的・背景・必要性・意義 課題 実施内容

※H27～R1に実施した内容

成果・達成状況 達成できな

かった事

項・理由

評価

（外部委員会）

国内外の状況 Ｒ２以降の

課題

Ｒ２以降の

実施内容

引き続き研究が必要な

理由

研究期間

前半 後半

オーバー
パック腐
食試験

・緩衝材の浸潤過程では、飽和
度等の環境条件の不均一性に
よって不均一な腐食の可能性が
ある。また、環境条件の変化に
伴って腐食挙動も経時的に変化
すると考えられる
・このような挙動を把握するに
は、ある程度のスケールの試験
が必要であり，室内試験では限
界があることから、工学的ス
ケールでの検討が必要である
・緩衝材の浸潤～飽和の過程を
工学規模で再現し、オーバー
パックの腐食量や不均一性の
データを取得して既往の腐食量
評価手法の妥当性、適用性を確
認する。更に、環境条件の不均
一性に加えてオーバーパック溶
接部（ふたと本体）に代表され
る材料側の不均一性も伴う系で
の不均一腐食挙動を確認する

①実際の地質環境
でのオーバーパッ
クの耐食状況の確
認

②腐食モニタリン
グ手法の検証

③既往の腐食手法
の検証

①試験坑道に掘削した試験孔に
緩衝材と模擬オーバーパックを
設置して腐食試験を実施
・約3年間にわたる環境条件や腐
食挙動のモニタリングデータを
取得し、経時的な変化を把握

②腐食挙動のモニタリングデー
タを取得し、腐食センサーの有
効性を検討

③室内試験の結果との比較によ
り、既往の評価手法の妥当性を
検討

【総括】実際の地下環境に
おいてオーバーパック腐食
試験を現地で行い、これま
での地上での腐食試験結果
の妥当性を確認した

①オーバーパックの溶接部
と母材（本体）で腐食挙動
に有意な差は認められない
ことを確認した

②腐食センサーを用いたモ
ニタリングが少なくとも数
年間以上は可能であること
を確認した

③室内試験に基づく既往の
評価手法の保守性、妥当性
を確認した

－ 【全体評価】
必須の課題成果取りまとめとし

ては、全体として概ね適切に研究
が遂行され、当期5カ年の目標を達
成できたと評価する

－ なし ー － － －

物質移行
試験

・幌延地域に分布する泥岩は断
層等の構造性の割れ目が分布す
ることが知られているため、岩
盤基質部（＝健岩部）における
拡散および割れ目（掘削影響領
域などの人為的な割れ目も含
む）を介した移流・分散※が主
要な移行経路や形態として考え
られる
※物質移行のメカニズムを表
している用語であり、移流
とは、地下水流による物質
の移動のこと。分散とは、
物質が空間的にランダムに
広がること

・有機物・微生物・コロイド等
が、物質の移行に影響を及ぼす
ことが考えられる
・したがって、割れ目を有する
堆積岩での物質移行経路や形態
と物質移行に与える要因（有機
物・微生物・コロイド等）を総
合的に評価することが必要
・そのために、幌延の泥岩を事
例として、岩盤基質部（＝健岩
部）および割れ目の双方を対象
とした原位置トレーサー試験等
を実施し、それぞれの構造の物
質移行特性評価手法を構築する
ことが重要
・世界的にも事例が少ない泥岩
中の割れ目を対象としたトレー
サー試験手法を確立することも
重要
・あわせて、有機物・微生物・
コロイド等が、物質の移行に及
ぼす影響を把握することが重要

①岩盤基質部（＝
健岩部）を対象と
した物質移行特性
（物質の移動速度
や岩盤へのくっつ
きやすさ等）の評
価手法の検証

②割れ目を対象と
した物質移行特性
（物質の移動速度
や岩盤へのくっつ
きやすさ等）の評
価手法の検証

③泥岩中の割れ目
を対象としたト
レーサー試験手法
の検証

④掘削影響領域な
どの人為的な割れ
目を対象とした物
質移行特性（物質
の移動速度や岩盤
へのくっつきやす
さ等）の評価手法
の検証

⑤有機物・微生
物・コロイド等が、
物質の移行に及ぼ
す影響を把握

⑥割れ目を有する
堆積岩での物質移
行特性の総合的な
評価手法の確立

①-1岩盤基質部（＝健岩部）を
対象とした原位置拡散試験※を
実施し、その後オーバーコアリ
ング※※を実施
※拡散とは物質が濃度の高い
所から低い所へと広がる現象
のことであり、この現象を観
測する試験
※※拡散試験を実施した試験
孔の周囲の岩盤を大口径の
ボーリング掘削により岩盤資
料を採取すること

①-２試験区間内のトレーサー濃
度減衰データおよび岩石試料中
の濃度プロファイルから物質移
行パラメータを取得

②-1割れ目を対象としたトレー
サー試験（ダイポール試験※）
を実施
※トレーサー試験の一種で、
２つのボーリング孔を用い、
一方のボーリング孔からト
レーサーを投入し、もう一方
のボーリング孔で揚水しなが
らトレーサー濃度の変化を観
測する試験

②-2トレーサーが移行した直接
的な痕跡の情報に基づき割れ目
帯中の物質移行概念を検討

③単一の割れ目を対象としたト
レーサー試験を事例とし、溶存
ガス※環境下でのトレーサー試
験における最適な試験条件を検
討
※地下水に溶け込んだ気体の
こと

⑤放射性核種が有機物や微生物
の存在により岩盤への吸着に与
える影響を把握する室内試験を
実施

①-1②-2室内試験と実際の
地下環境におけるトレー
サー試験により、岩盤基質
部（＝健岩部）や割れ目に
おける物質の移動現象（物
質の移動速度や岩盤への
くっつきやすさ等）を適切
に評価することが可能な手
法を確立した
①-2 1次元の解析結果と実測
値が整合的であり、 1次元の
解析でも健岩部における移
行挙動を解釈可能であるこ
とを確認できた
①-2 原位置試験および室内
試験で得られた各トレー
サーの物質移行特性（実効
拡散係数と収着分配係数:
物質の移動速度や岩盤への
くっつきやすさ等を示すパ
ラメータ）は同じ傾向を示
しており、原位置試験デー
タの妥当性を確認できた

②-2割れ目内の選択的な流
れを考慮したモデルにより、
割れ目内の不均質な流れに
おけるトレーサーの移行挙
動を解釈可能となった

③ガスが溶存する地下水環
境下における物質移行試験
技術を開発した

⑤幌延の堆積岩において、
微生物や有機物が、放射性
物質の岩盤への吸着を妨げ、
閉じ込め効果を低下させる
可能性が室内試験で確認さ
れている

【事項】
④⑤⑥掘削影
響領域を対象
とした試験や
微生物等の影
響を考慮した
原位置試験は
未実施
【理由】
岩盤基質部
（＝健岩部）
や割れ目を対
象としたト
レーサー試験
の結果を踏ま
えてさらに試
験を行うかど
うかを判断す
ることとして
いた。また、
トレーサー試
験手法を確立
するのに時間
を要したため

・国外でも、掘削
影響領域などの⾧
期的影響や閉鎖後
の擾乱の回復に関
する課題が指摘さ
れている
・微生物の特定に
ついて技術的に進
展しているスイス
やスウェーデンに
おいてベントナイ
ト※コロイドに関
する原位置移行試
験が実施中
※モンモリロナイ
トを主成分とす
る粘土の一種。
放射性廃棄物の
地層処分では、
緩衝材や処分坑
の埋め戻し材の
原料として用い
られ、ベントナ
イトの膨潤によ
り緩衝材の透水
性が低下し、放
射性核種が緩衝
材に吸着され、
移行を抑制する
効果がある

④掘削影響
領域の物質
移行の評価
手法の確立

⑤有機物、
微生物、コ
ロイドの影
響を考慮し
た物質移行
モデル化手
法の高度化

⑥割れ目を
有する堆積
岩での物質
移行特性の
総合的な評
価手法の確
立

確立した試
験手法を用い
て掘削影響領
域での物質移
行に関する
データ取得を
実施するとと
もに、有機物
や微生物が放
射性物質を取
り込んで移動
する影響が限
定的であるこ
とを確認する。
また、物質移
行評価手法の
高度化するた
め以下を実施

④確立したト
レーサー試験
手法を用いた
掘削影響領域
での物質移行
に関するデー
タ取得

⑤有機物、微
生物、コロイ
ドの影響を考
慮した物質移
行試験

⑥割れ目を有
する堆積岩を
対象とした掘
削影響領域を
含むブロック
スケール（数
ｍ～100規
模）における
遅延性能評価
手法の整備

・外部評価では、実験に
おいて計測できなかった
項目や、解析による計測
結果の評価においては評
価しきれなかった項目な
どが散見されると指摘さ
れた
・国外でも、掘削影響領
域などの⾧期的影響や閉
鎖後の擾乱の回復に関す
る課題が指摘
・微生物の特定について
技術的に進展し、スイス
やスウェーデンにおいて
ベントナイトコロイドに
関する原位置移行試験が
実施中であるなど課題と
して指摘
・割れ目を有する堆積岩
の物質移行の総合的な評
価のためには、人為的に
掘削影響領域において発
生した割れ目の物質移行
の評価が必要であるがこ
れについては分かってい
ない
・これまでの研究成果か
ら、微生物や有機物が、
放射性物質の岩盤への吸
着を妨げ、閉じ込め効果
を低下させる可能性が確
認されていることから、
原位置で確認する必要性
が生じたため
・物質移行を総合的に評
価するためには、割れ目
（掘削影響領域などの人
為的な割れ目も含む）を
有する堆積岩での物質移
行特性の総合的な評価が
必要

前
半の5

年程
度で
実施

体系化し
て取り組む
課題（(2)処
分概念オプ
ションの実証
のうち人工
バリアの定
置・品質確
認などの方
法論に関す
る実証試
験）で実施

45

必要性・研究計画
道民３４、道２、道５更問

【個別評価（主な個別意見）】
・オーバーパックの腐食試験に
ついては解釈の補強に期待する
・品質管理手法の有効性評価、
オーバーパックの腐食評価手法
の妥当性確認については目標が
達成できたかどうか判定しづら
いが、その他は目標を達成でき
ていると考える
（※外部評価で上記の評価を受
けたが、本課題については令和
２年度以降の研究課題には含め
ない。解釈の補強については、
今年度末までに取りまとめる必
須の課題の最終報告書で対応）

【個別評価（主な個別意
見）】
・物質移動に関して様々な課
題を設定し、実験、解析を実
施している。しかし、実験に
おいては計測できなかった項
目や、解析による計測結果の
評価においては評価しきれな
かった項目などが散見される
（解説:④の掘削影響領域、
⑤微生物等に関連している）
・物質移動を支配している
様々なパラメータの内のいく
つかについて解析で評価され
ても、解析技術の妥当性を言
うのは難しいのではないか。
実験、解析の成果を語るのは
勿論だが、残された課題も明
確に示すことが重要ではない
か



研究課題の総括表 (2)処分概念オプションの実証

区分 目的・背景・必要性・意義 課題 実施内容
※H27～R1に実施し

た内容

成果・達成状況 達成できな

かった事

項・理由

評価

（外部委員会）

国内外の

状況

Ｒ２以降の

課題

Ｒ２以降

の実施内

容

引き続き研

究が必要な

理由

研究期間

前半 後半

処分孔等
の湧水対
策・支保
技術など
の実証試
験

地層処分場の建設時には、高地
圧・高間隙水圧※条件が予想され
る。また、堆積軟岩※※の場合に
は割れ目・断層に狭在物が存在す
る影響で従来のセメント系材料の
注入が難しいことなども想定され
る。さらに、グラウトの周辺岩盤
や人工バリアシステムに与える影
響評価、多連接坑道を対象とした
湧水対策効果を評価する手法の整
備なども重要である
※地下において岩盤に作用する
力が大きく、地下水の圧力も高
い状態のこと
※※岩石・岩盤は強度により軟
らかい軟岩と硬い硬岩に分けら
れる。幌延深地層研究センター
において研究対象としている地
層のほとんどは堆積軟岩に区分
される
地層処分の地下環境条件を考慮

した湧水抑制対策技術やグラウト
材の浸透評価手法の開発など、実
際の地質環境における一連の湧水
抑制対策技術の実証を目標とする

地層処分
の地下環境
条件を考慮
した湧水抑
制対策技術
やグラウト
材の浸透評
価手法の開
発など、実
際の地質環
境における
一連の湧水
抑制対策技
術の実証

①突発的な大量湧
水を回避するための
予測手法の開発

②グラウト材の浸
透評価手法の検討

③海水条件下で使
用可能なグラウト材
料の開発

【総括】堆積岩に対する、湧水抑
制技術の実証実験により、これら
の技術の有効性を確認した

①突発的な大量湧水の発生の原因
となりうる粘土質せん断帯の分布
の予測手法として、メルトインク
ルージョン※に着目した湧水抑制
対策（グラウト）の事前予測が有
効であることを確認した
※ガラス状の物質。結晶中に取
り込まれたマグマが噴火時に
急冷してガラスとなったもの。
火山灰に含まれる

②等価多孔質媒体モデル※による
グラウト浸透解析の結果と、現場
透水試験の結果は整合的であり、
設定したグラウトの改良範囲が妥
当であることと、解析の有効性を
確認した
※断層や割れ目が卓越した領域
を透水性の等しい媒質におき
かえて作成した数値解析モデ
ルのこと

③海水条件下で処分孔まわりの低
透水領域を改良することが可能と
なる溶液型グラウト材料を設計し
た
※処分孔掘削技術については、
人工バリア性能確認試験の実
施内容に記載

－ 【全体評価】
必須の課題成果取りまとめとしては、全体として概ね適切に研究

が遂行され、当期5カ年の目標を達成できたと評価する

－ なし ー － － －

国内外の地下空洞開発事例にお
いて、支保設計、情報化施工※技
術、支保及び岩盤の計測技術が構
築されている
このような事例がある中で、地層
処分場で想定されるような、広範
囲に及び、なおかつ深度300m以深
という大深度に展開される大規模
地下施設においても、既存の技術
が適用可能かどうかを確認し、課
題がある場合には技術の整備を行
う必要がある。そこで、立坑や水
平坑道における支保技術、情報化
施工技術、⾧期的な計測技術を整
備することを目標とする
※坑道を掘削している段階で、
地質情報等の情報を基に、必要
に応じて設計や施工方法を修正
して、以降の施工に反映させる
施工管理方法のこと

地層処分
の地下環境
条件を考慮
した支保設
計、情報化
施工技術、
⾧期的な継
続技術の確
立

①立坑掘削時の情
報化施工技術の構築

②低強度・高地圧
地山における大深度
立坑支保設計手法の
開発

③岩盤および支保
工の安定性を⾧期的
に計測する技術の構
築（二重支保※の適
用可能性の検討）
※坑道の掘削時に
坑道を支える方
法の一種。掘削
時に仮設の支保
工を打設し（一
次支保）、ある
程度掘削が進行
した段階で本設
に支保工（二次
支保）を打設す
ることにより安
定性を確保する
支保構造のこと

【総括】堆積岩に対する、支保技
術の実証実験により、これらの技
術の有効性を確認した

①立坑掘削前のパイロットボーリ
ング孔※の情報やグラウト施工情
報を基に、覆工コンクリートの高
さを決定するフローを構築した
※本格的な地盤調査前に試験掘
りをして予備調査をすること

②吹付コンクリート・鋼製支保工
応力計測と、弾性波トモグラフィ
調査を組み合わせた解釈により、
⾧期的に岩盤と支保工の両方の安
定性をモニタリングすることが可
能になった

③光ファイバー式変位計の⾧期岩
盤変位計測技術としての有効性を
実証した

－ － なし ー － － －

46

必要性・研究計画
道民３４、道２、道５更問

【個別評価（主な個別意見）】
・研究内容の妥当性については、試験環境として決して容易
ではない350m 坑道内での実証試験を実際の地質条件に柔軟に
対応する形で最適化し、また、各技術の適用性に関する評価
結果が導かれていることから、概ね適切であったと評価する
・目標の達成度については、技術全体の中での位置づけや適
用範囲、準備から結論に至るまでの過程が十分に示されてい
ないものの、所期の基準値を満足する観測データが得られて
おり、概ね目標を達成できたと評価する
・塩分を含んだ湧水に対して、止水材としてシリカ系の溶液
型グラウト材を用いている。この技術はすでにスウェーデン
等で実施されている技術であり、新しい研究成果と判断でき
ない。他の部分は適切である
・塩水環境下のグラウト材・工法に関する継続的な検討に加
え、地層処分事業等において実用性のある形での知識の蓄積、
技術の継承が望まれる
・湧水対策技術の成果は目標を十分に達成できていると考え
る
・海水を含んだ湧水に対しての対策を実施しているが、止水
によって地下空洞がどの程度危険になるかの議論をしてほし
い。スウェーデンの岩盤と幌延の岩盤とは異なると思う。世
の中は超微粒子セメント、極超微粒子セメントの世界に進ん
でいる。もっと広い視野をもって研究してほしい
（※個別の要素技術開発は終了とし、体系化して取り組む課
題（(2)処分概念オプションの実証のうち人工バリアの定置・
品質確認などの方法論に関する実証試験）において、処分孔
等の湧水対策が必要な場合に実施）

【個別評価（主な個別意見）】
・研究内容の妥当性については、試験環境として決して容易
ではない350m 坑道内での実証試験を実際の地質条件に柔軟に
対応する形で最適化し、また、各技術の適用性に関する評価
結果が導かれていることから、概ね適切であったと評価する
・目標の達成度については、技術全体の中での位置づけや適
用範囲、準備から結論に至るまでの過程が十分に示されてい
ないものの、所期の基準値を満足する観測データが得られて
おり、概ね目標を達成できたと評価する
・光ファイバーを用いたモニタリング技術に関する継続的な
検討に加え、地層処分事業等において実用性のある形での知
識の蓄積、技術の継承が望まれる
・二重支保の現実的な施工方法も示されており、低強度・高
地圧地山における支保設計手法としては妥当だと考えるが、
地山の変形や塑性領域の広がりの許容限界について言及がな
いのは設計手法の開発としては不十分な印象を受ける。支保
技術の成果は上述の理由により達成できたかどうか微妙
（※個別の要素技術開発は終了とし、体系化して取り組む課
題（(2)処分概念オプションの実証のうち人工バリアの定置・
品質確認などの方法論に関する実証試験）において、処分孔
等の支保対策が必要な場合に実施。必須の課題の報告書の作
成の際に対応。設計手法の開発としては不十分との指摘につ
いては、今年度末までに取りまとめる必須の課題の最終報告
書で対応）



研究課題の総括表 (2)処分概念オプションの実証

区分 目的・背景・必要性・

意義

課題 実施内容
※H27～R1に実施

した内容

成果・達成状況 達成できなかった事項・

理由

評価

（外部委員会）

国内外の状況 Ｒ２以

降の課

題

Ｒ２以降の実施内容 引き続き研究が必要な理

由

研究期間

前

半

後半

人工バ
リアの
定置・
品質確
認など
の方法
論に関
する実
証試験

・処分場の操業（廃棄体の
搬送定置・回収、処分場の
閉鎖を含む）に関わる人工
バリアの搬送・定置方式な
どの工学技術の実現性、人
工バリアの回収技術の実証
を目的として、幌延の地下
施設を事例に、原位置試験
を実施し、人工バリアの搬
送定置・回収技術及び閉鎖
技術を実証する

①処分場の操
業（廃棄体の
搬送定置・回
収、処分場の
閉鎖を含む）
に関わる人工
バリアの搬
送・定置方式
などの工学技
術の実現性、
人工バリアの
回収技術の実
証

②個別の要素
技術の実証試
験

③埋め戻し材、
プラグに関す
る設計手法、
製作・施工及
び品質管理手
法の確立※
※坑道の埋め
戻しの施工
方法の実証
試験につい
ては、(1)実
際の地質環
境における
人工バリア
の適用性確
認のうち、
人工バリア
性能確認試
験のなかで
実施

①処分坑道横置
き定置方式につい
て、プレハブ式人
工バリアモジュー
ル（PEM:

Prefabricated 

Engineered barrier 

system Module）
方式の搬送定置・
回収技術の実証

②-1搬送・定置
技術:エアベアリ
ング方式を用いた
搬送装置（重量物
の搬送技術）が地
下環境で作動する
ことを確認
②-2回収技術:
PEM-坑道間の狭
隘な隙間に対する
隙間充填技術およ
び充填材の除去技
術の整備、実証

③坑道の埋め戻
し方法の違い（締
固め、ブロック方
式等）による埋め
戻し材の基本特性
（密度や均一性）
の把握に関する実
証試験※
※坑道の埋め戻
しの施工方法
の実証試験に
ついては、(1)

実際の地質環
境における人
工バリアの適
用性確認のう
ち、人工バリ
ア性能確認試
験のなかで実
施した

①堆積岩に対する、
搬送定置・回収技
術等の実証実験に
より、これらの技
術の有効性を確認
した

②-1 現場打設のコ
ンクリート坑道面
においてもエアベ
アリング※方式で
重量物が搬送可能
であることを確認
した
※PEMと坑道に設
置した台座との
間に空気膜を構
成して非接触で
運動させること

②-1 走行時の牽引
力や空気供給量な
どのデータを取得
し、実機の製作・
運転方法などに反
映した
②-2 模擬PEM-坑道
間の隙間に対し、
下部狭隘部にはペ
レット方式、上部
空間には吹付け方
式による隙間充填
試験を実施し、適
用性を確認した※
※搬送、定置を平
成30年度（2018

年度）までに実
施
※回収試験は平成

31年度（2019年
度）に実施

③坑道の埋め戻し
方法の違い（締
固め、ブロック
方式等）による
埋め戻し材の基
本特性（密度や
均一性）を把握

【事項】
①②③の内、PEM以外のオプ

ション（回収技術、閉鎖技術
等）に対する技術の有効性の
確認
【理由】
・処分坑道横置き定置方式の
PEM方式の搬送定置・回収技術
の実証試験を一つのオプショ
ンとて取り上げて実施し、そ
れ以外のオプション（回収技
術、閉鎖技術等）については、
PEMの実証試験の結果をみて判
断することとしていたため

【全体評価】
必須の課題成果取りまとめとしては、

全体として概ね適切に研究が遂行され、
当期5カ年の目標を達成できたと評価
する。技術の確立が可能な水準に達す
るまで、人工バリア性能確認試験およ
び処分概念オプションの実証を継続す
る

・国外でも、特定
サイトの処分環境
や処分概念に最適
化された搬送定置
技術の実証が実施
中

①②③操
業・回収
技術など
の技術オ
プション
の実証、
閉鎖技術
の実証

注入する地下水の圧力や量を増加
させ、緩衝材に十分に水を浸潤させ
た状態を確保して施工方法（締固め、
ブロック方式等）の違いによる緩衝
材の品質の違いを把握する。また、
埋め戻し方法（プラグの有無等）・
回収方法による埋め戻し材の品質の
違いを把握する。このため、以下を
実施

①閉鎖技術（埋め戻し方法:プラ
グ等）の実証

②搬送定置・回収技術の実証（緩
衝材や埋め戻し材の状態に応じた除
去技術の技術オプションの整理、回
収容易性を考慮した概念オプション
提示、回収維持の影響に関する品質
評価手法の提示）
※回収方法とは機械的方法や高水
圧を利用した方法などが想定さ
れる

③人工バリアの緩衝材と坑道の埋
め戻し材の施工方法の違いに係る品
質保証体系の構築（(1)実際の地質
環境における人工バリアの適用性確
認のうち、人工バリア性能確認試験
とあわせて実施）

③処分孔に設置する緩衝材や坑道
内に設置する埋め戻し材の施工方法
（締固め、ブロック方式等）の違い
に係る品質保証体系の構築

・外部評価では、今後は、技
術の確立が可能な水準に達す
るまで、処分概念オプション
の実証に関する試験を継続、
と評価
・国外でも、特定サイトの処
分環境や処分概念に最適化さ
れた搬送定置技術の実証が課
題
・坑道の埋め戻しの施工方法
（締固め、ブロック方式等）
の違いによる埋め戻し材の品
質の違い（密度や均一性など
の基本特性）が実証試験で確
認できたが、緩衝材の施工方
法や坑道閉鎖に関するオプ
ションの実証には至っていな
い
・緩衝材の施工方法や坑道閉
鎖に関する様々なオプション
の実証は未実施
・処分事業において、地質環
境に対して柔軟な施工を行う
ためには、オプションを整備
しておくことが必要

前
半の
5年
程度
で実
施

体系化し
て取り組む
課題（(2)処
分概念オプ
ションの実証
のうち人工
バリアの定
置・品質確
認などの方
法論に関す
る実証試
験）で実施

・処分事業が進ん
でいるフィンラン
ドの取り組みにお
いて、実施主体ポ
シバ社の処分場建
設許可申請に関す
る規制機関(STUK)

のレビュー報告書
に示された操業許
可申請に向けた課
題として、廃棄体
設置の最終判断や
廃棄体間隔の設定
のための個別技術
の体系化の必要性
が示されている

①廃棄体
の設置方
法等の実
証試験を
通じた、
坑道ス
ケール～
ピットス
ケールで
の調査・
設計・評
価技術の
体系化

人工バリアの品質を踏まえて、こ
れまで実証してきた要素技術を体系
的に適用し、廃棄体の設置方法（間
隔など）を確認するため以下を実施
①-1 坑道スケール～ピットスケール
での調査・設計・評価技術の体系化
①-2 先行ボーリングによる地質環境
特性調査ならびに工学的対策技術を
考慮した、地下施設及び人工バリア
の設計評価技術の体系化
①-3 多連接坑道を考慮した湧水抑制
対策技術及び処分孔支保技術の整備、
緩衝材流出・侵入現象評価手法及び
抑制対策技術の整備
①-4 廃棄体設置の判断や間隔の設定
に必要となる情報の整理

・外部評価では、今後、開発
～実証した技術と既存技術を
どのように組み合わせて適用
していくのか、全体像として
示していただくのがよいと評
価
・国外では、個々の要素技術
を一連のもの、体系化してそ
の有効性を確認することが課
題
・事業や規制が重要と判断す
る廃棄体設置の判断や定置間
隔の設定についての情報を整
備することが必要

ー 他の研究
課題を取り
込んで体系
化して取り
組む課題と
して、後半
の5年程度
で実施

高温度
(100℃

超)など
の限界
的条件
下での
人工バ
リア性
能確認
試験

人工バリア設置環境の深
度依存性を考慮し、種々の
処分概念オプションの工学
的実現性を実証し、多様な
地質環境条件に対して柔軟
な処分場設計を行うことを
支援する技術オプションを
提供する
実際の処分事業では、
オーバーパックが100℃以下
になってから処分すること
が基本であるが、想定外の
要因によって100℃を超えた
状態になることを想定して、
人工バリアシステムの安全
裕度を検証する

① 100℃超の高
温での限界環
境が人工バリ
アに与える影
響と上限温度
設定の考え方
の整備、解析
的な検討

① 100℃超の高温
環境下における人
工バリアの閉じ込
め機能を確認する
研究に関する机上
検討

①高温度状態では
空気の影響が出るた
め、空気や水蒸気を
考慮した解析を行っ
た結果、空気考慮の
有無が膨潤挙動に影
響を及ぼすことが分
かった

【事項】
①の内、実際の地質環境で行

われる高温度試験の情報の取得
【理由】
当該研究課題は深度500mでの

実施を想定していた。深度350m

での他の原位置試験に注力した
ため、500mの掘削に至っていな
い。このため当該課題は机上検
討のみを実施。
また、平成28年（2016年）か

ら、海外での国際共同研究プロ
ジェクトの検討が開始され、そ
の状況をみて試験の具体化を
図った方が良いと判断していた
ため

・国外でも、スイ
スがその重要性を
認識し、プロジェ
クトを開始

①高温度
(100℃以
上)などの
限界的条
件下での
人工バリ
ア性能確
認試験に
よる緩衝
材が100℃

超になっ
た状態を
想定した
解析手法
の開発

人工バリアシステムの安全裕度の
検証に向けて、緩衝材が100℃超に
なった状態を想定した解析手法を開
発するため以下を実施
①-1 高温度(100℃以上)などの限界的
条件下での人工バリア性能確認試験
①-2 100℃超になった際にニアフィー
ルド（人工バリアとその周辺岩盤の
領域）において発生する現象の整理
①-3 ニアフィールドにおける上限温
度設定の考え方を提示（国際プロ
ジェクト情報を収集し、発生する現
象を整理）

・外部評価では結果が出ていな
いものが多く、目標の達成度は
評価できないと指摘
・国外でも、スイスにおいて国
際共同研究プロジェクトとして
開始するなど、課題とされてお
り、当該プロジェクトの結果等
を踏まえて、解析手法を開発
・人工バリアが高温度になった
状態で生じる現象を把握し、人
工バリアの安全裕度を検証する
ことは、処分事業を安全に行う
ためには必要
・100℃超時に人工バリアに発
生する現象とその影響、および
上限温度の設定や人工バリアや
処分場設計への対応策（オプ
ション）が未整理

前
半の
5年
程度
で実
施

体系化し
て取り組む
課題（(2)処
分概念オプ
ションの実証
のうち人工バ
リアの定
置・品質確
認などの方
法論に関す
る実証試
験）で実施

47

必要性・研究計画
道民３４、道２、道５更問

【個別評価（主な個別意見）】
・研究内容の妥当性については、試
験環境として決して容易ではない
350m 坑道内での実証試験を実際の
地質条件に柔軟に対応する形で最適
化し、また、各技術の適用性に関す
る評価結果が導かれていることから、
概ね適切であったと評価する
・目標の達成度については、技術全
体の中での位置づけや適用範囲、準
備から結論に至るまでの過程が十分
に示されていないものの、所期の基
準値を満足する観測データが得られ
ており、概ね目標を達成できたと評
価する
・プレハブ式人工バリアモジュール
PEMを用いた搬送定置・回収技術で
計画されている試験の内、まだ実施
されていない隙間充填材やPEMの回
収試験を着実な実施を期待する※
※PEMを用いた搬送、定置、回収試
験については、平成30年度、平成
31年度に実施したため、PEMを用
いた搬送、定置、回収試験はＲ2

以降の実施内容には含まれない
・人工バリアに関する試験は、一連
の作業とそれに関連する課題のごく
一部を行っただけである。担当分
（注:関連する課題の一部）だけで
なく、課題の全容を示した上でそれ
に基づく研究計画と実施分を示す必
要がある
・本研究内容が、本当に「処分概念
オプションの実証」になっているの
であろうか。そもそも、「処分概念
オプション」は明確に定義されてい
るのか
・多くの既存技術も利用しつつ検討
することが必要な課題と思われる。
今般、開発～実証した技術と既存技
術をどのように組み合わせて適用し
ていくのか、全体像として示してい
ただくのがよい

【個別評価（主な個別意見）】
・結果が出ていないものが多く、
目標の達成度は評価できない。



区分 目的・背景・必要性・意義 課題 実施内容
※H27～R1

に実施した

内容

成果・達成状況 達成でき

なかった

事項・理

由

評価

（外部委員会）

国内外の状

況

Ｒ２以

降の課

題

Ｒ２以降の実施内

容

引き続き研究が必要な理

由

研究期間

前半 後半

水圧擾乱
試験など
による緩
衝能力の
検証・定
量化

・岩盤中には大小様々な断層が存在す
るが、小規模なもののいくつかは処分
場に取り込まざるを得ない可能性があ
る。それらの断層が地震や隆起などの
地殻変動の影響を受けた場合に、その
透水性がどの程度まで上昇し得るかを
検討しておく必要がある
・断層の透水性は断層の変形様式※に
大きく依存する。脆性的な変形が起こ
ると断層の透水性は有意に上昇しやす
いが、延性的な変形の場合は透水性が
上昇しにくい。生じる変形が脆性的か
延性的かは、変形時の岩石強度、応力
などに依存する
※断層の変形様式（脆性的or延性
的）とは、断層の変形の仕方、す
なわち、レンガの破壊のような脆
性的な破壊か、粘土のような延性
的な変形をするかということ

・本研究では、地殻変動に対する緩衝
能力が潜在的に高いことから堆積岩に
重点を置き、断層の変形様式を支配す
る岩石の強度・応力状態を計測でき、
かつマッピング（空間的な分布図を示
すこと）が可能なパラメータで指標化
することを試みる。そのようなパラ
メータと断層の透水性の潜在的な上限
を関係付けることができれば処分場閉
鎖後の断層の透水性について現実的な
状態設定が可能となる
・断層は動いたとしても、その透水性
は、地層の力学的な緩衝能力が働くこ
とにより、一定の値を超えない。こ
の現象を定量的に示したい
【補足】
幌延では小規模の断層のうち、断層
の幅に着目してさらに規模を分けて、
試験の対象としている（断層の幅が数
cmの規模の小さな断層～数10cmの規
模の大きな断層）

①地殻変
動に対す
る堆積岩
の緩衝能
力を表現
するパラ
メータ
（指標）
の提案

②水圧擾
乱試験に
よるパラ
メータの
有効性の
検証

①断層の変
形様式（脆
性的or延性
的）を支配
し得る岩石
の強度・応
力状態を表
す指標を考
案するため
に、関連す
る既存研究
のレビュー
を行うとと
もに、机上
検討やコア
観察・室内
実験（破壊
実験）を実
施

②水圧擾乱
試験を実施
し、モデル
の有効性を
検証

【総括】
地下水の流れに関し、堆積岩の緩

衝能力（自己治癒能力）を定量化す
るため、堆積岩での地震動が透水性
に与える影響範囲を推定できた
これまでの検討では、断層の幅が

数cmの規模の小さな断層に着目し、
試験を行い、断層への地震動の影響
などを確認した。手法の妥当性が確
認できたため、この手法を使って、
処分場の設計・施工や安全評価とリ
ンクした形で研究を進めることが可
能となった

①-1ダクティリティインデックス:
DI）が断層のダメージゾーン※の変
形様式と定量的な対応付けが可能で
あることが確認でき、DIが指標とし
て有効であることを確認した
※断層の周囲に形成される亀裂が
発達した領域

①-2地殻変動（応力状態の変化）に
対する断層の透水性を予測できるこ
とを確認した

②-1水圧擾乱試験では、断層内の水
圧を人工的に上昇させることによっ
て断層内にせん断変形を誘発させ、
それに伴う断層の透水性の変化を観
測した
②-2 水圧擾乱試験を行った結果、新
たにせん断変形が起こったり、有効
応力が低下しても、断層帯亀裂の透
水性はDIの経験式の範囲を超えない
ことを確認した
②-3 以上のように、数cmの規模の小
さな断層を対象に水圧擾乱試験を実
施し、DIを用いた地殻変動と断層の
透水性の関係を示すモデルの有効性
を確認した

【事項】
②のうち、
幅数10cm

の断層を
対象とし
た水圧擾
乱試験と
その結果
に基づく
モデルの
有効性の
確認
【理由】
水圧擾乱
試験のた
めに掘削
したボー
リング孔
には幅数
cmの小規
模な断層
しか出現
しなかっ
たため

【全体評価の概要】
必須の課題成果取りまとめとしては、全体と
して概ね適切に研究が遂行され、当期5カ年の目
標を達成できたと評価する

・本課題は
堆積岩特有
の課題
・国外では、
スイスの
ウェレンベ
ルグの泥岩
やオパリナ
スクレイの
深部では、
低透水であ
ることが知
られている
が、その深
度依存性※
については
明らかに
なっていな
い
※深度の違
いによっ
て、岩盤
や地下水
の特性が
変化する
こと

②地殻変
動が地層
の透水性
に与える
影響の把
握

断層の幅が数
10cmの断層におけ
る地震動や坑道掘削
に伴う、割れ目にお
ける地下水の流れの
変化に関して、堆積
岩の緩衝能力（自己
治癒能力）を実証す
るために、以下の検
討や試験を実施する
②-1 地殻変動が地層
の透水性に与える影
響の把握（ボーリン
グ孔を用いた水圧擾
乱試験）
②-2 DIを用いた透水
性評価の信頼性向
上・隆起侵食の影響
評価手法の整備
②-3水圧擾乱試験に
よる断層の活動性評
価手法の整備

・外部評価では、できるだけ
一般論として堆積岩の特性評
価を意識したまとめと今後の
課題とする必要がある、と評
価
・外部評価では、処分場の設
計・施工や安全評価とリンク
した形での指標活用に向けた
具体化が課題と指摘※
※本課題は、DIを指標として、
処分システムの設計・施工
や安全評価とのリンクを図
ることから、地層処分研究
開発として実施
・国外では、スイスのウェレ
ンベルグの泥岩やオパリナス
クレイの深部では、低透水で
あることが知られているが、
その深度依存性については明
らかになっていないことが課
題であり、幌延の泥岩との違
いを調べる必要がある
・提案したパラメータの有効
性を確実なものとするために
は種々の断層（処分場に取り
込まざるを得ない可能性があ
る小規模の断層のうち、断層
の幅に着目してさらに規模を
分けて、試験の対象としてい
る断層（断層の幅が数cmの規
模の小さな断層～数10cmの規
模の大きな断層））への適用
が必要
・複数の断層で試験を実施し
て、パラメータの有効性を示
すことで、一般論としての堆
積岩の特性評価が可能となる

前半
の５年
程度で
実施

体系化
して取り
組む課題
（(2)処分概
念オプション
の実証のうち
人工バリ
アの定
置・品質
確認など
の方法論
に関する
実証試
験）で実
施

地下水の流れが非常に遅い領域（化
石海水※領域に相当と仮定）の分布を
把握することは、処分事業における処
分場選定の際に有用な情報になり得る。
このため、地上からの調査により、化
石海水の三次元分布を評価する既存技
術の高度化を図る
※岩盤が形成された当時の昔の海水
が地層の間隙に閉じこめられtらも
の

【補足】
断層の繋がり具合は、地下水の流れ
が非常に遅い領域（化石海水領域に相
当と仮定）と密接に関係すると考えら
れる。この分布を把握することは、処
分事業において、地下水の流れが非常
に遅い領域などを処分場選定の際に考
慮する場合に有用な情報になり得る

①地下水
の流れが
非常に遅
い領域
（化石海
水領域）
を調査・
解析・評
価する手
法の確立

②三次元
分布を調
査・解
析・評価
する手法
の確立

①-1 地上か
らのボーリ
ング調査や
物理探査の
既存結果に
基づき、地
下水の流れ
が非常に遅
い領域（化
石海水領
域）の三次
元分布の再
評価
①-2地下水
の流れが非
常に遅い領
域（化石海
水のような
塩濃度の高
い地下水の
分布）を解
析的に評価
する技術の
改良

①-1 地下水の流れが非常に遅いと推
定される領域がDIの分布図とおおむ
ね一致していることを示すことがで
きた。化石海水の指標として、Cl

（塩素）及び水の安定同位体を基に
分布を推定した
①-2既存の水理・物質移動評価手法
を基に塩濃度分布を推定した

【事項】
①指標の
有効性の
検証
②三次元
分布を調
査・解
析・評価
する手法
の確立
【理由】
化石海水
領域の指
標として
必要な評
価指標を
見定める
のに時間
を要した
ため

・本課題は
堆積岩特有
の課題
・国外では、
スイスの
ウェレンベ
ルグの泥岩
やオパリナ
スクレイの
深部では、
低透水であ
ることが知
られている
が、その深
度依存性に
ついては明
らかになっ
ていない

①②地下
水流れが
非常に遅
い領域を
調査・評
価する技
術の高度
化

地下水が動いてい
ない環境を調査して
モデル化する技術を
実証するため以下を
実施
①地下水の流れが
非常に遅い領域（化
石海水領域）の調
査・評価技術の検証

②-1化石海水の三次
元分布に係る調査・
評価手法の検証
②-2 広域スケール
(10数km×10数km) を
対象とした水理・物
質移動評価手法の検
証（地下水滞留時間
※）評価のための水
理解析、塩濃度分布
評価のための水理・
物質移動解析）
※地下水が地下に留
まっている平均時
間

・外部評価では、処分場の設
計・施工や安全評価とリンク
した形での指標活用に向けた
具体化が課題と指摘※
※本課題は、DIを指標として、
処分システムの設計・施工
や安全評価とのリンクを図
ることから、地層処分研究
開発として実施
・国外では、スイスのウェレ
ンベルグの泥岩やオパリナス
クレイの深部では、低透水で
あることが知られているが、
その深度依存性については明
らかになっていないことが課
題であり、幌延の泥岩との違
いを調べる必要がある
・将来処分場として想定され
るエリア（地下水の流れが非
常に遅い領域）に出現する断
層の特性や繋がり具合、隆
起・侵食等による変化などの
活動性の⾧期的な予測が可能
となる

前半
の５年
程度で
実施

体系化
して取り
組む課題
（(2)処分概
念オプション
の実証のうち
人工バリ
アの定
置・品質
確認など
の方法論
に関する
実証試
験）で実
施
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必要性・研究計画
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【個別評価（主な個別意見）】
・研究内容の妥当性については、DI（Ductility 

Index）指標を用いたオリジナルな研究手法が提
案され、かつそのコンセプトに基づいた原位置
試験からは当初の予測を裏付ける結果が得られ
ており、適切であったと評価する
・目標の達成度については、国内外で広く知ら
れている学術論文誌に6 本の関連論文が掲載さ
れ、当該分野の発展に大いに貢献できたことか
ら、十分に目標を達成できたと評価する
・堆積岩他地域や結晶質岩への展開・比較、地
層処分事業における処分場の設計・施工や安全
評価とリンクした形での指標活用に向けた具体
化を期待する
・提示されたDI 指標の有効性が良く示されてお
り、学術成果としても評価できる
・我が国の処分オプションの中で堆積岩は重要
であり、幌延の岩盤についてだけではなく、で
きるだけ一般論としての堆積岩の特性評価を意
識したまとめと今後の課題とする必要があるの
ではないか
・DI 指標の考え方と透水性とをつなぐ考え方に
ついて、その適用性について疑問が残る。DI 指
標が2 より小さい場合は、脆性的な破壊が卓越
し、2（もしくは2B）以上では延性的になると
まとめている。その結果から透水性の議論がな
されているが、DI 指標の変化に対して比較的連
続的に（両対数なので評価は難しいが）透水性
が変化するように解釈されている。変形のモー
ドが変わることに対して、両対数軸上で連続的
に透水性が変化することは妥当なのであろうか。
また、オルキルオト、セラフィールドのデータ
は、DI 指標がほとんど変化しないにも関わらず
透水性のオーダーが大きく変化している。これ
らのデータに基づき、全体の傾向線を引くとい
うアプローチは適切なのか

【個別評価（主な個別意見）】
・研究内容の妥当性については、DI（Ductility 

Index）指標を用いたオリジナルな研究手法が提
案され、かつそのコンセプトに基づいた原位置
試験からは当初の予測を裏付ける結果が得られ
ており、適切であったと評価する
・目標の達成度については、国内外で広く知ら
れている学術論文誌に6 本の関連論文が掲載さ
れ、当該分野の発展に大いに貢献できたことか
ら、十分に目標を達成できたと評価する
・堆積岩他地域や結晶質岩への展開・比較、地
層処分事業における処分場の設計・施工や安全
評価とリンクした形での指標活用に向けた具体
化を期待する
・堆積岩系の断層と結晶質岩系の断層の緩衝能
力を比較するという観点からも、同様なDI 指標
による検討を瑞浪花崗岩に対しても検討を行い、
更にボーリング孔等を利用した水圧擾乱試験に
よる検討による緩衝能力のDI 指標が2 以下（相
対的に透水性の大きめの領域）の分布状態（深
度依存性や地層依存性だけでは説明できない）
の検討をされたら如何でしょうか?何か有用な
情報が出てくるように思えます
・提示された指標の活用方法を具体的に分かり
やすく広く説明するように努めていただきたい



区分 目的・背景・必要性・意義 課題 実施内容
※H27～R1に実施

した内容

成果・達成状況 達成できな

かった事項・

理由

評価

（外部委員会）

国内外の状況 Ｒ２以降の課題 Ｒ２以降の実

施内容

引き続き研究が必要な

理由

研究期間

前半 後半

地殻変動
による人
工バリア
への影
響・回復
挙動試験

地震・断層活動等の地殻変動に対
する堆積岩の力学的・水理学的な緩
衝能力（自己治癒能力）を定量的に
検証し、堆積岩地域における立地選
定や処分場の設計を、より科学的・
合理的に行える技術と知見を整備す
る

①人工バリア
の緩衝材や坑
道の埋め戻し
材による掘削
影響領域
（EDZ）のひ
び割れの自己
治癒能力を評
価する手法の
確立

②人工バリア
の自己治癒能
力（ひび割れ
の修復）を実
証

①地震や断層活
動に起因する岩
盤の損傷により、
人工バリアの自
己治癒能力（ひ
び割れの修復）
を確認する研究
の机上検討

①-1 国内外の関連す
る研究事例を収集
①-2 DIの経験式を用い
た掘削影響領域
（EDZ）の透水性予測
結果は実測値と概ね
整合しており、埋め
戻し後の予測の見通
しが得られた

【事項】
②人工バリ
アの自己治癒能
力（ひび割れの
修復）の実証
【理由】
当該研究課題は
深度500mでの
実施を想定して
いた。深度
350mでの他の
原位置試験に注
力したため、
500mの掘削に
至っていない。
このため当該課
題は机上検討の
みを実施。また、
地殻変動による
人工バリアへの
影響・回復の評
価指標を見定め
るのに時間を要
したため

【全体評価の概要】
必須の課題成果取りまとめとしては、

全体として概ね適切に研究が遂行され、
当期5カ年の目標を達成できたと評価
する
【個別評価（主な個別意見）】
・研究内容の妥当性については、DI

（Ductility Index）指標を用いたオリジ
ナルな研究手法が提案され、かつその
コンセプトに基づいた原位置試験から
は当初の予測を裏付ける結果が得られ
ており、適切であったと評価する
・目標の達成度については、国内外で
広く知られている学術論文誌に6 本の
関連論文が掲載され、当該分野の発展
に大いに貢献できたことから、十分に
目標を達成できたと評価する
・堆積岩他地域や結晶質岩への展開・
比較、地層処分事業における処分場の
設計・施工や安全評価とリンクした形
での指標活用に向けた具体化を期待す
る
・堆積岩系の断層と結晶質岩系の断層
の緩衝能力を比較するという観点から
も、同様なDI 指標による検討を瑞浪
花崗岩に対しても検討を行い、更に
ボーリング孔等を利用した水圧擾乱試
験による検討による緩衝能力の比較を
行われたら良いかと思う。また、DI 

指標が2 以下（相対的に透水性の大き
めの領域）の分布状態（深度依存性や
地層依存性だけでは説明できない）の
検討をされたら如何でしょうか?何か
有用な情報が出てくるように思えます
・提示された指標の活用方法を具体的
に分かりやすく広く説明するように努
めていただきたい

・本課題は堆積岩特
有の課題
・海外の地下研の泥
岩は幌延の泥岩と比
べて膨潤性に富む
・国外の泥岩を対象
とした地下研におい
て、掘削影響領域
（EDZ）の透水性が
低下する現象につい
て実験的に検討
・坑道埋め戻し後は
掘削影響領域
（EDZ）の透水性が
低下することが予想
されているが観測し
た例はない

②地殻変動による人工バ
リアの緩衝材や坑道埋め
戻し材の掘削影響領域
（EDZ）への自己治癒能
力の実証

人工バリアの
ひび割れに対す
る自己治癒能力
を実証するため
以下の机上検討
を実施
②人工バリアの
緩衝材や坑道埋
め戻し材が掘削
影響領域(EDZ)

の力学的・水理
学的な緩衝能力
（自己治癒能
力）に与える影
響を把握する解
析手法の開発
DIを用いた

EDZの透水性
を予測する既
存モデルの再
検証

坑道埋め戻し
後のEDZの透
水性を予測す
るモデルの構
築

・外部評価では、地層処
分事業における処分場の
設計・施工や安全評価と
リンクした形での指標活
用に向けた具体化を期待
すると評価※
※本課題は、処分シス
テムの設計・施工や
安全評価とのリンク
を図ることから、地
層処分研究開発とし
て実施

・海外の泥岩を対象とし
た地下研において、EDZ

の透水性が低下する現象
について実験的に検討。
坑道埋め戻し後はEDZの
透水性が低下することが
予想されているが観測し
た例は無いため、課題と
なっている。海外の地下
研の泥岩は幌延の泥岩と
比べて膨潤性に富むので
このような差異を確認す
る必要がある
・人工バリアの緩衝材や
坑道埋め戻し材が地下水
の飽和に伴って膨潤する
ことで、掘削影響領域の
自己治癒能力が発揮され、
これを評価することで、
処分場の設計・施工や、
安全評価での指標活用を
具体化し、立地選定や処
分場の設計を、より科学
的・合理的に行える技術
と知見を整備することが
できる

前半
の３年
程度で
実施

体系化
して取り
組む課題
（(2)処分概
念オプション
の実証のうち
人工バリ
アの定
置・品質
確認など
の方法論
に関する
実証試
験）で実
施
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